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７月の無料法律相談
◎日時／７月 13日（火）18 時 30 分～

◎会場／日本共産党埼玉南部地区委員会事務所２階

主催：日本共産党川口市議会議員団
事務所住所：川口市前川２-28-10　電話 048-267-8411

事前にご予約の上お越し下さい。（筆記用具やメモ紙などご用意ください）
相談ご希望の方は日本共産党市議会議員、または下記事務所までご連絡下さい。
なお、新型コロナウイルス感染症への対応のため、申し込みの際は必ず連絡先の
電話番号をお知らせいただき、来所の際はマスクの着用をお願いします。

得知つ 情報新型コロナから子どもの命を守れ

　各地で東京五輪 ・ パラリンピックの小中学生の観戦キャンセルが相次いでいます。
国は 「学校連携観戦プログラム」 事業として小中学生を中心に学校と連携し、 都道府
県を通して100万人規模の観戦希望を募っていましたが、 この間の状況から、 子ども
たちの新型コロナ感染を防ぐのが難しいとし、 キャンセルや中止をする自治体が相次
いでいます。 川口市では、 8,829枚の観戦券の配券が確定していましたが、 ６月14日
時点で、 4,488件のキャンセルがありながら、 市としては一律の中止は行わないとして
います。
　川口市議会６月議会において日本共産党川口市議団は、 ワクチン接種できない11
歳以下の子どもたちを含む小中学生を集団で移動させ、 人が集まる会場での観戦は
新型コロナ感染の大きな危険を伴うとして、 観戦中止を求めました。 また、 東京五輪・
パラリンピックの開催や聖火リレーについても、 中止の声を上げることを求めました。
　本市は７月６日から始まる埼玉県内の聖火リレーの出発地となっていますが、 千葉
・ 神奈川県では公道のリレーの中止縮小をすることを発表しています。 これ以上の人
流を作ることは新型コロナ感染拡大を免れず、 変異株の若年者の感染重症化問題一
つをとっても、 東京五輪 ・ パラリンピック及び、 関連行事の開催は中止すべきです。

東京五輪・パラリンピックの
小中学生観戦中止と共に開催の中止を

低所得の子育て世帯に対する
生活支援特別給付金に

　新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、 低所得の子育て世帯に
対して国が特別給付金を出し、 川口市が１万円を上乗せします。

対象はどうなっていますか？
ひとり親世帯は
① 令和３年４月分の児童扶養手当受給者の方
② 公的年金等を受給していることにより令和３年４月分の児童扶養手当の支給
　 を受けていない方
③ 新型コロナ感染症の影響を受けて家計が急変するなど収入が児童扶養手当
　 受給者と同じ基準となっている方 （②③は申請が必要です）
ひとり親世帯以外（ふたり親世帯など）の場合
① 令和３年３月31日時点で18歳未満の児童を養育する父母等（一定の障害児
　 の場合20歳未満）
② 令和３年度住民税 （均等割）が非課税の方、令和３年１月１日以降の収入が
　 急変し、 住民税非課税相当の収入となった方（①②の両方に当てはまる方）
　 ※高校生のみ養育している方、 収入が急変した方などは申請が必要です

金額はどうなりますか
それぞれ国の制度で児童一人当たり５万円、 川口市が１万円を上乗せして６万
円となります。

川口市が１万円上乗せします

問

答

問

答

川口市「子育て世帯生活特別給付金」コールセンター
電話：048（252）0256（受付時間は平日８：30～17：15）
申請は郵送となります。

問い合わせは
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市民の声を届け、くらし守る政治へ変えるため意見書案を提案
　日本共産党市議団は議会運営委員会に 「日本政府に核兵器禁止条約の署名・ 批准
を求める意見書」 「別居 ・ 離婚後の親子の面会交流についての法整備等を求める意
見書」 「新型コロナウイルス感染症の対策を講じるよう求める意見書」 「後期高齢者医
療制度における医療費窓口負担増の撤回を求める意見書」 の４本の意見書案を提案
しています。
　先週に引き続き、 今号では  「日本政府に核兵器禁止条約の署名・ 批准を求める意
見書」（案）と「新型コロナウイルス感染症の対策を講じるよう求める意見書」（案）の２
本の意見書の全文をお知らせします。

　2021年１月22日に発効した核兵器禁止条約は、 核兵器の開発、 実験、 生
産、 製造及び取得、 保有、 貯蔵、 移転を禁止し、 さらにその使用、 使用の脅
威を禁止するとともに自国に他国の核兵器を配置、 設置、 配備の許可するこ
とも禁止している。
　広島 ・ 長崎の被爆者をはじめ、 核兵器のない世界を求める世界の圧倒的
多数の政府と市民社会の共同した取り組みによる画期的成果であり、 人類の
歴史で初めて核兵器は違法とする国際法が誕生したことは、 巨大な意義をも
つものである。
　この条約の発効は、 核兵器保有国や、 核兵器に依存する国を政治的 ・ 道
義的に追い詰めていく大きな力を発揮していくことになるが、 アメリカによる２
度の原子爆弾投下による唯一の戦争被爆国である日本政府が 「アメリカの核
の傘」 のもとに核抑止力の維持 ・ 強化を持ち出し、 国民多数が望む核兵器禁
止条約への参加を拒否していることは、 恥ずべき態度である。
　政府は、 条約発効を実現した多数の国々と市民社会の共同を力強く発展さ
せ、 核兵器のない世界の実現に向け大きな前向きの変化をつくるため、 一刻
も早く条約に署名 ・ 批准すべきである。

　2021年度に入り、 新型コロナウイルス感染症の感染拡大は東京 ・大阪など首
都圏や大都市圏に限らず全国に及び、 重症化のリスクや感染力が強いとされる
変異株の広がりで、 医療のひっ迫で入院も治療も受けられない患者も増えてい
る。 本市もまん延防止等重点地区の措置の中、 医療従事者 ・ 高齢者等へのワク
チン接種が始まっているが、 多くの市民が収束への先行きの見えない中で生活
や健康への不安の声が上がっている。
　ワクチン接種は、 日本は世界128位と遅れ、 今後のワクチン接種の迅速な対
応が必要であるが、 政府が目標とする 「高齢者への２回接種を７月末完了」は、
医療従事者の確保などの課題も多く、 集団接種の予約も取れない状況を自治体
任せにせず、 安全で迅速なワクチンの安定供給と医療従事者の確保状況などの
実情に即した情報を明らかにし、 国民の不安に応えていくことが求められている。
　さらに、 本市でも高齢者施設等や飲食店での無症状の感染者を見つけるため
のＰＣＲ検査を実施しているが、 福祉施設等での頻回検査の実施や対象者を広
げ実施するための自治体への財政支援や、 検査拡大の具体化を図るべきである。
　加えて、 感染症の収束が見通せない中で 、経済状況の悪化により事業継続も
くらしも深刻になっている。 地域の経済は疲弊し飲食店に限らず影響を受けてお
り、 支援も強化していかなければならない。
　よって、 政府は新型コロナウイルス感染症の対策を強化し、 国民のいのち、 く
らし、 生業を守るための対策を講じるよう以下求めるものである。
　　　　　　　　　　　　　　　　 記
１ ワクチンの安全 ・ 迅速な接種のための実態把握と実施に向けた工程を示し、
　 ワクチンの安定供給と接種体制の整備のため医療従事者や自治体への支援
　 を拡充すること
２ ＰＣＲ検査等の検査の対象者や回数の拡大と共に変異株を迅速につかむた
　 めの検査拡充をすすめること
３ 中小 ・ 小規模事業者等への支援のため持続化給付金や家賃等支援の再給付
　 と雇用調整助成金の特例措置を維持すること

「新型コロナウイルス感染症の対策を講じるよう求める意見書」
（案）

「日本政府に核兵器禁止条約の署名・批准を求める意見書」
（案）


